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令和 2年度　第Ⅲ四半期

　保証業務等を行うために収集、作成、活用する情報は当協会にとって貴重な財産であり、これらの情報を安全に
効率よく活用するための基盤を構築し、適切な管理を推進していくことが必要です。
　当協会では、保有する情報資産を守るため、基本的な指針として「情報セキュリティポリシー」を制定し、情報
セキュリティ体制の整備、継続的改善に努めています。

　山梨県信用保証協会では、暴力団やいわゆる金融斡旋屋などの第三者が介在、介入する保証申込や変更申込は
一切取り扱いいたしません。なお、保証にあって所定の信用保証料以外には、手数料・入会金・斡旋料・仲介料
等は一切いただいておりません。
　また、申込人や連帯保証人が反社会的勢力に該当しないこと、および将来にわたって反社会的勢力に関係しな
いことを確約しなければ信用保証の対象としておりません。

※「いき甲斐、やり甲斐、山梨。」は休載いたします。

事務取扱窓口一覧・ホームページ ・Facebookのご案内

表紙：冬の八ヶ岳
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令和2年12月末の保証債務残高は、10,965先　22,269件　2,615億71百万円で、
前年比では、先数134.9％、件数140.6％、金額206.6％となりました。

業種別 債務残高構成比
（金額）

保証承諾

保証債務残高

令和2年4月～12月の保証承諾は、8,794先　12,882件　1,964億93百万円で、
前年比では、先数277.0％、件数307.4％、金額430.0％となりました。

業種別 保証承諾構成比
（金額）

令和２年10月 令和２年11月 令和２年12月 令和２年度（累計）   

保証承諾

前年比

保証債務残高

前年比

代位弁済

前年比

回収 -

前年比

848件

21,378件

5先

195.4%

134.1%

62.5%

-    

12,758百万円

244,418百万円

51百万円

62百万円

248.7% 

193.9%

72.6%

106.7%

1,003件

21,737件

3先

-

244.6%

136.8%

50.0%

-    

13,944百万円

251,613百万円

50百万円

86百万円

279.4%

199.6%

25.5%

163.7%

1,250件

22,269件

1先

-

237.6%

140.6%

11.1%

-    

16,409百万円

261,571百万円

45百万円

69百万円

263.8%

206.6%

30.4%

105.3%

12,882件

22,269件

51先

-

307.4%

140.6%

77.3%

-    

196,493百万円

261,571百万円

645百万円

692百万円

430.0%

206.6%

57.9%

108.2%

1.製造業
19%

2.建設業
22%

3.卸売業
16%

4.小売業
17%

5.サービス業
24%

6.その他
2%

保証承諾
1,964億93百万円

1,製造業
20%

2.建設業
22%

3.卸売業
16%

4.小売業
16%

5.サービス業
24%

6.その他
2%

保証債務残高
2,615億71百万円
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H30年度 金額 R1年度 金額 R2年度 金額

H30年度 金額 R1年度 金額 R2年度 金額

代位弁済

回収 令和2年4月～12月の回収（元金・損害金）は、6億92百万円で、
前年比では、金額108.2％となりました。

（百万円）

（百万円）

令和2年4月～12月の代位弁済は、51先　6億45百万円で、
前年比では、先数77.3％、金額57.9％となりました。

業種別代位弁済構成比
（金額）

1.製造業
16%
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3.卸売業
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4.小売業
17%
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サービス業
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専門家派遣のご案内

　新型コロナウイルス感染症により、人々の生活様式も変わり、今までと同じように事業を展開

しても、それまでの業績まで回復できない可能性もあります。新分野への進出や業態転換も含め、

個々の企業の強みを生かした今後の事業展開について、どのような方向に進むのかを専門家の助

言を受けながら考えてまいりましょう。

　
　費用は保証協会が全額負担いたしますので、事業者の皆さまの負担はございません。

　
　　	 経験豊富な専門家を５回まで無料で派遣します。事業者の皆さまが抱える

	 課題に対して、専門家の助言やサポートが受けられます。

　
　　	 一般社団法人山梨県中小企業診断士協会所属の中小企業診断士

　　　　　	 日本公認会計士協会東京会山梨県会所属の公認会計士

　
　　	 経営改善に意欲があり、専門家のサポートを希望する方で、

　　　　　　　	 　①山梨県信用保証協会の保証利用がある事業者　もしくは

　　　　　	 　②創業を予定している方、創業して間もない方

　
　事業に関するお悩みをお持ちの方、新しい事業への挑戦をお考えの方は、ぜひ専門家派遣をご

活用ください。

サービス内容

派遣できる方

専 門 家
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新型コロナウイルス感染症に関する経営安定関連保証４号
の指定期間が延長されました

山梨県制度融資　経済変動対策融資（新型コロナウイルス
感染症対策関係）の取扱期間が延長されました

　新型コロナウイルス感染症に関する経営安定関連保証４号（セーフティネット保証４号）につ

いて、全ての都道府県において指定期間が下記のとおり延長されておりますのでお知らせします。

　　○指定期間　　

　　　　［変更前］　令和２年12月１日まで　	  ［変更後］　令和３年３月１日まで　

　ご利用をご検討されている事業者の皆さまは、指定期間内に各市町村へ認定申請を行うようお

願い致します。

　本制度は令和２年５月１日にスタートしてから、山梨県内の大変多くの中小企業・小規模事業

者の皆さまにご利用いただいております。本制度の取扱期間について、下記のとおり延長されて

おりますのでお知らせします。

　　○取扱期間

　　　　［変更前］　保証申込受付　令和２年12月31日　　

　　　　　　　　　融 資 実 行　令和３年１月31日　

　　　　［変更後］　保証申込受付　令和３年３月31日　

　　　　　　　　　融 資 実 行　令和３年５月31日　

　３年間実質無利息・信用保証料ゼロとなり、事業者の皆さまにとって大変有利な保証制度とな

りますので、引き続きご検討ください。

　なお、「不況業種対策関係」「経済危機・災害復旧関係」を含めたその他の県制度融資については、

令和３年３月31日までに保証決定されたものは、令和３年３月31日までに融資実行する必要が

ありますので、ご注意ください。
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経営承継借換関連保証の取扱いを開始しました
　令和３年１月４日より「経営承継借換関連保証」の取扱いを開始しました。

　事業承継時の課題の１つに後継者が既存借入金に対して行う経営者保証があげられます。本制

度は経営者保証が付されている借入（プロパー融資含む）を借換える際に、経営者保証を解除し

て対応することが可能となる保証制度です。

　令和２年４月から「事業承継特別保証」の取扱いもしております。事業承継に関わる２つの保

証制度の比較については下記をご参照下さい。

　 本制度のポイント

　　　・一定の要件を満たせば、事業承継時に経営者保証が不要となります。

　　　・経営承継借換関連保証を活用すれば、通常保証枠以上の特別枠がご利用できます。

事業承継特別保証 経営承継借換関連保証

対 象 者

①３年以内に事業承継を予定している
法人

②一定期間内注１に事業承継を実施し、
事業承継日から３年経過していない
法人

３年以内に事業承継を予定している法
人

利用要件

次の全てを満たすことが必要です注２

　①　資産超過である
　②　返済緩和中ではない
　③　EBITDA有利子負債倍率※が10倍以内
　　　※（借入金・社債－現預金）÷（営業利益＋減価償却費）
　④　法人と経営者の分離ができている

対象資金

対象者①
・新規資金（真水資金）
・経営者保証付融資の借換資金
対象者②
・事業承継前の経営者保証付融資の借換
資金

・経営者保証付融資の借換資金

申 込 金
融 機 関

申込人と与信取引がある金融機関
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注１　令和２年１月１日～令和７年３月31日
注２　①、③、④は申込日直前の決算により、②については申込時点での確認が必要となります。

プロパー
融 資 の
借 換

可能（既に無保証人である融資は除きます）
※他行の借入金を含めることもできます。

保 証 限
度 額

［一般枠］2億8,000万円 ［特別枠］2億8,000万円

責任共有 対　　象

経産大臣
の 認 定

不　　要 必　　要　

保 証 人 不　　要

保証期間 10年以内

保証料率
0.45％～ 1.90％
⇒経営者保証コーディネーターによる確認を受けた場合、0.20％～ 1.15％に大
幅軽減されます。

必要書類

①と②の書類の提出が必要となります。
①　事業承継計画書
②　財務要件等確認書
必要に応じて次の書類も提出してくだ
さい。
③　借換債務等確認書
④　他行借換依頼書兼確認書
⑤　事業承継時判断材料チェックシー
ト

①～③の書類の提出が必要となります
①　都道府県知事の認定書の写し（申
請書・認定申請の提出書類の写しを
含む）

②　財務要件等確認書
③　借換債務等確認書
必要に応じて次の書類も提出してくだ
さい。
④　他行借換依頼書兼確認書
⑤　事業承継時判断材料チェックシー
ト
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「コロナ禍における事業環境の変化に関するお客様アンケー
ト調査」を実施しました
　新型コロナウイルス感染症の拡大は、中小企業者･小規模事業者の事業活動に大きな影響を及ぼ

しております。

　３月に国の特別保証が発動され、さらに５月には３年間利息ゼロ・信用保証料ゼロの山梨県制

度融資が創設され、信用保証を通じて事業者の皆さまへの資金繰り支援を実施しています。今後

においても、新型コロナウイルス感染症の収束が見通せない中において必要とされる支援を、迅

速かつ柔軟に実施していかなくてはならないと考えております。

　そこで、今後必要となる支援策について研究するために、山梨県内の中小企業・小規模事業者

の皆さまの声やニーズ、課題を整理・分析したく、アンケート調査を実施いたしました。

　今回のアンケートでは、業種・業態ごとに課題や経営への影響度合いは様々であることが窺え、

場合によっては、業種や業態の転換や、新たな手法での事業展開を必要と考えている事業者も多

い結果となりました。当協会では、事業者の本業回復に向けた経営支援が重要であると捉え、そ

れぞれの企業の個々の強みを活かした経営支援の実現に向けて、関係機関との連携を強化し、県

内企業の皆さまがこの困難を乗り切っていけるようサポートして参ります。

　お忙しい中、アンケート調査にご協力いただき、ありがとうございました。

　アンケート結果の詳細については、当協会ホームページに掲載しております。

アンケート調査概要

［調査期間］　令和２年10月９日～23日

［調査方法］　郵送によるアンケートの送付・回答

［調査対象］　当協会をご利用いただいている事業者から、2,000事業者を抽出

［回 答 数］　780事業者（回答率39.0％）

［調査結果］

 ・新型コロナウイルスにより74.9％の事業者がマイナスの影響を受けている。その影
響は、業歴が長く、小規模な事業者ほど顕著に表れている。業種別には宿泊業・飲食
業にその影響が大きく、資金繰りも逼迫している状況であった。

 ・今後必要となるビジネスモデルの変革には、新商品開発や新サービスの提供があげら
れ、そこで求められるのは、資金繰り支援のほか、人材育成、WEB等を活用した販
売促進支援、取引拡大支援であり、総合的な経営支援が求められている。

 ・また、業歴が長い企業ほど、「何をしていいか分からない」と答える企業も多く、何
もできないまま、廃業といったケースも懸念される。
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「情報セキュリティ研修」を実施しました

山梨県立大学で学生向けにオンライン形式の講義を行いました

　令和２年11月18日～ 20日に新型コロナウイルス感

染症対策を行いながら３回に分けて、情報セキュリティ

研修を実施いたしました。

　IT技術の進歩により、管理する情報資産やそこに介在

するリスクも多岐に渡っております。

　社会的責任および公共的使命から、当協会が保有する

情報資産を様々な脅威から適切に保護することが求めら

れており、より厳正な管理体制並びに情報システムの円

滑な稼動体制を維持していくことが必要となります。当

協会の「情報セキュリティポリシー」では、情報セキュ

リティ管理態勢の強化・確立に向け、役職員が遵守すべ

きものを明確に定めております。

　本研修では、協会内の情報セキュリティを維持するた

めに各自が責任を持って守るべきルールの周知徹底を図

りました。今後も、情報セキュリティの重要性を認識し

たうえで、業務を行ってまいります。

　令和２年11月27日（金）に山梨県立大学「中小企業論」にて、「中小企業金融と信用保証協会

の役割」について学生向けの講義を行いました。新型コロナウイルス感染症の影響により例年と

は違ったオンライン形式での授業となりましたが、約50名の学生の皆さんに受講していただきま

した。

　信用保証協会の概要や中小企業の現状や特徴、信用保

証協会と経済情勢との関わりについて、営業統括課の職

員２名が講義を行いました。タイムリーな話題として、

新型コロナウイルス感染症が経済や中小企業に大きく影

響を与えていることもお話させていただきましたので、

学生の皆さんにも中小企業金融を身近なこととして感じ

ていただけたかと思います。
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　当協会では、職員による無料の金融・経営相談を実施しております。
中小企業・小規模事業者の皆さまが抱えている資金繰り、経営改善、事業再生等、金融・経
営に関する様々なお悩みについてご相談を受け付けております。
　相談を希望の事業者さまは下記のお問い合わせ先より、お気軽にご連絡、ご予約お願いし
ます。

	 お問い合わせ先：	本　店	 0120－970－260
	 	 富士吉田支店	 0555－22－0992

■ 金融・経営相談を毎日実施しております!! ■

「McSS経営診断報告書」無料 提供サービスのご案内
　「McSS経営診断報告書」とは、CRD※に蓄積された
全国約200万社の財務情報と比較した信用力の「位置づ
け」と財務面の「強み・弱み」をグラフ等で分かりやす
く表示した診断書です。（法人のみが対象になります）
　同業他社と比較した『財務指標』や直近決算書を評価
する『現状診断』、経営改善計画を策定、評価する『将
来シミュレーション』など図表を取り入れ、わかりやす
く表示してありますので、自社の経営実態等を的確に把
握することができます。
　McSS経営診断報告書の提供をご希望の事業者さまは
営業部営業統括課（055－235－9701）までお気軽
にご連絡ください。
　なお、本報告書の提供には直近２期分の決算書が必要になります。
　　※CRDとは・・中小企業の「財務データ」「デフォルト情報」を蓄積するデータベース機関

McSS経営診断報告書のイメージ



● 11 ●

業種別保証状況（令和2年4月～令和2年12月） （単位：百万円）  



● 12 ●

（単位：百万円）  
金融機関別保証状況（令和2年4月～令和2年12月）



● 13 ●

（単位：百万円）  
制度別保証状況（令和2年4月～令和2年12月）



● 14 ●

（単位：百万円）  

金融機関店舗別　保証承諾状況　（令和2年4月～令和2年12月）



● 15 ●

（単位：百万円）  

金融機関店舗別　保証債務残高状況　令和2年12月末現在



総務部
総務課
経営企画課

営業統括課
保証課
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営業部
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